
長野県過疎地域持続的発展方針《概要版》【令和３～７年度（2021～2025年度）】

過疎地域の持続的発展の支援に関する法律第７条の規定により定めるもので、県が行う過疎地域持続的発展のため

の対策の大綱であるとともに、市町村が過疎地域持続的発展計画を策定する際の指針となるもの

 人口減少、少子高齢化の進展等他の地域と比較して厳しい社会経済情勢が継続

 豊かな自然や歴史・文化を有し、様々な資源の供給、災害の防止など多面的・公益的機能を担う地域であり、SDGsの

理念の実現にも寄与

 コロナ禍を通じ、人口密度が高い地域におけるリスクが顕在化、人口低密度地域である過疎地域の担う役割が一層重要に

 今後の過疎対策は、条件不利性の克服という考え方は維持しつつ、「持続的発展」を踏まえ、新たな視点を加えて推進

策定の

趣旨

 モノの豊かさよりも心の豊かさに重きを置き、自らの人生を自ら

デザインできる創造的な生活のある地域をつくる

 地域に今ある価値（原風景・町並み、伝統・文化等）を再認識し、

高め、発信することで、都市住民が憧れを抱く地域をつくる

 学びと自治の力を発揮し、「クリエイティブ・フロンティア」

（これからの時代を牽引する新しい生き方や暮らし方、価値を

創造できる最先端の地域）へと価値観の転換を図る

創造的で豊かな生き方が実現できる地域づくり

 人々が地域で安心して暮らし続けることができる基盤を確保する

 田園回帰（信州回帰）の潮流を捉え、移住・二地域居住の推進、つながり

人口の創出により、地域活動と地域の産業を支える人材を確保・育成する

 ＤＸの推進により、必要な生活・行政サービスを享受できる環境を整備する

 地域にある資源を活かし、過疎地域から脱炭素(ゼロカーボン)社会を実現する

確かな暮らしが営まれる地域づくり

現
状
・
背
景

基
本
的
な
方
向

施
策
の
展
開

１ 移住・定住・地域間交流の促進、人材育成

✔ 新たな働き方、創造的な暮らし方を発信し、地域の担い手を確保

２ 産業の振興、観光の開発

✔ 地域資源の活用により、持続可能な産業振興、観光地域づくりを推進

３ 地域における情報化

✔ ＤＸを推進し、県内外の人にとって魅力的な地域づくりを推進

４ 交通施設の整備、交通手段の確保

✔ 住民の利便性向上、他地域との交流拡大に向け、交通網を整備

５ 生活環境の整備

✔ 安全・安心な生活環境、地域特性を活かした良好な住環境を整備

６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健・福祉の向上・増進

✔ 互いに支え合いながら、誰もが自分らしく暮らせる地域を確立

７ 医療の確保

✔ 保健・医療・福祉の連携を進め、地域医療の提供体制を確保

８ 教育の振興

✔ 地域の特性を活かし、地域全体で子どもの学びや成長を促進

９ 集落の整備

✔ 集落機能の確保、活性化を進め、暮らし続けられる元気な集落を実現

10 地域文化の振興等

✔ 地域で守り育んできた文化・芸術の振興等による魅力的な地域づくりを推進

11 再生可能エネルギーの利用の推進

✔ 収益を地域に還元する地域主導型再生可能エネルギーの普及を促進

12 その他地域の持続的発展に関し必要な事項

✔ 多様な主体との協働・連携を通じ、地域の新たな魅力・価値の創造を促進

上伊那地域

佐久地域

北信地域

上田地域
北アルプス地域

松本地域

長野地域

南信州地域

木曽地域

(諏訪地域)

２つの「基本的な方向」を、共通の視点・目指すべき方向として市町村等の関係者と共有しながら、以下の施策を推進

各部局・現地機関が一丸となって、長野県市町村過疎地域対策協議会と連携しながら計画的に対策を推進
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長野県過疎地域持続的発展計画《概要版》【令和３～７年度（2021～2025年度）】

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第９条及び長野県過疎地域持続的発展方針に基づき、

県が過疎地域の市町村と協力して実施する又は支援する事業について取りまとめ、策定するもの

基
本
的
な
方
向

各部局・現地機関が一丸となって、長野県市町村過疎地域対策協議会と連携しながら計画的に対策を推進

基
本
目
標

指標名 目標

過疎市町村等の人口減少率 R2年からR7年の減少率：△3.0％
（特段の政策を講じない場合の減少率：△5.0％）

過疎市町村等の若年者比率 R7年：現状の水準以上 （R3年：12.5%）

過疎市町村等の財政力指数の平均 R7年度：現状の水準以上 （R3年度：0.303）

策定の
趣旨

施
策
の
展
開

創造的で豊かな生き方が実現できる地域づくり 確かな暮らしが営まれる地域づくり

 モノの豊かさよりも心の豊かさに重きを置き、自ら
の人生を自らデザインできる創造的な生活のある地域
をつくる

 地域に今ある価値（原風景・町並み、伝統・文化等）
を再認識し、高め、発信することで、都市住民が憧れ
を抱く地域をつくる

 学びと自治の力を発揮し、「クリエイティブ・フロン
ティア」（これからの時代を牽引する新しい生き方
や暮らし方、価値を創造できる最先端の地域）へと
価値観の転換を図る

 人々が地域で安心して暮らし続けることができる基
盤を確保する

 田園回帰（信州回帰）の潮流を捉え、移住・二地域居
住の推進、つながり人口の創出により、地域活動と地
域の産業を支える人材を確保・育成する

 ＤＸの推進により、必要な生活・行政サービスを享受で
きる環境を整備する

 地域にある資源を活かし、過疎地域から脱炭素(ゼロ
カーボン)社会を実現する

施策分野 【主な関連目標】指標名 現状 目標（R7年度）

1 移住・定住・地域間交流
の促進、人材育成

 移住者数 1,088人
（R2年度）

1,300人

2   産業の振興、観光の開発  企業立地件数 20件
（R2年度）

100件
（R3～7累計）

3   地域における情報化  特に国民の利便性向上に資する手続
とされている手続のオンライン化率

0%
（R2年度）

100%

4 交通施設の整備、交通手段
の確保

 地域公共交通計画を策定する市町
村数

17市町村
（R2年度）

40市町村

5   生活環境の整備  汚水処理人口普及率 97.8%
（R2年度）

99.1%

6   子育て環境の確保、
高齢者等の保健・福祉の
向上・増進

 保育所等利用待機児童数 9人
（R3年度）

0人

7   医療の確保  医療施設従事医師数(人口10万人当
たり)

233.1
（H30年度）

233.1以上

8   教育の振興  山村留学に取り組む団体数 14団体
（R3年度）

18団体

9   集落の整備  小さな拠点形成数 30か所
（R2年度）

35か所

10 地域文化の振興等  文化財指定等件数 829件
（R2年度）

906件

11 再生可能エネルギーの
利用の推進

 １村１自然エネルギープロジェクト
登録数

163件
（R2年度）

213件

12 その他地域の持続的発展に
関し必要な事項

 圏域全体の活性化に取り組む圏域数 8圏域
（R2年度）

9圏域

※各指標における数値は、原則として特定市町村を含む過疎市町村40団体の数値を設定
※今後の県総合５か年計画の策定等を踏まえ、上記に掲げた目標の見直しを実施

２つの「基本的な方向」を、共通の視点・目指すべき方向として市町村等の関係者と共有しながら、以下の施策を推進



長野県の過疎地域等 <令和３年４月１日現在> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安曇野市 

小谷村 

栄村 

野沢温泉村 

飯山市 

木島平村 

山ノ内町 

中
野
市 

信濃町 

飯綱町 

小布施町 

高山村 

須坂市 

白馬村 

大町市 

長野市 

松川村 

池
田
町 

生
坂
村 

(旧大岡村) 千曲市 

(旧信州新町) 

(旧中条村) 

(

旧
鬼
無
里
村) 

（旧戸隠村） 

上田市 東御市 

小諸市 
軽井沢町 

坂城町 

（旧安曇村） 

（旧奈川村） 

佐久市 

佐久穂町 

小海町 

南牧村 

川上村 

北相木村 

麻績村 

筑北村 

青木村 
（旧四賀村） 

長和町 

（旧
望
月
町
） 

立
科
町 

茅野市 

原村 

富士見町 

下諏訪町 

諏訪市 

伊那市 

山形村 

朝日村 
塩尻市 

辰野町 

箕輪町 

南箕輪村 

宮田村 

駒ケ根市 

飯島町 

中川村 

木曽町 

小川村 

木祖村 

王滝村 

上松町 

大桑村 

売木村 

松川町 

高森町 

豊丘村 

飯田市 

阿智村 

大鹿村 

平谷村 阿南町 

下條村 
泰阜村 

天龍村 

南木曽町 

根羽村 

喬木村 

(旧高遠町) 

(旧長谷村) 

(旧清内路村) 

(旧浪合村) 

(旧上村) 

(旧南信濃村) 

（旧
三
水
村
） 

（旧
豊
田
村
） 

岡
谷
市 

御
代
田
町 

南相木村 

松本市 

(旧八千穂村) 

(旧楢川村) 

      過疎地域（法２条１項指定） 

      一部過疎地域(法３条指定) 

      特定市町村（附則５条、７条） 

       
人  口 面  積

市 町 村 （人） （k㎡）

40 9 10 21 205,828 7,215.1

　過疎地域(a) 36 6 10 20 183,169 6,004.2

　特定市町村(b) 4 3 0 1 22,659 1,210.9

77 19 23 35 2,098,804 13,561.6

46.8% 31.6% 43.5% 57.1% 8.7% 44.3%

51.9% 47.4% 43.5% 60.0% 9.8% 53.2%

市町村数(R3.4.1)

注）１　過疎地域の人口及び面積は、法２条指定の29市町村と同３条指定の一部過疎

　　　地域である旧10町村の数値。

注）２　特定市町村の人口、面積は旧過疎法において過疎地域であった区域の数値。

注）３　人口・面積はＨ27国勢調査の結果による。

項　　目

過疎地域等(A)＝(a)+(b)

過疎地域等割合

(A)/(B)

全市町村　(B)

過疎地域割合

(a)/(B)




